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資料編 

1．上尾伊奈資源循環組合ごみ広域処理施設建設検討委員会 

（1）上尾伊奈資源循環組合ごみ広域処理施設建設検討委員会設置条例 

上尾伊奈資源循環組合ごみ広域処理施設建設検討委員会設置条例 

（設置） 

第１条 組合が新たに建設する一般廃棄物処理施設等（次条において「ごみ広域処理施設」とい

う。）の整備に係る必要な事項を調査審議するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１３８条の４第３項の規定に基づき、上尾伊奈資源循環組合ごみ広域処理施設建設検討委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、管理者の諮問に応じ、ごみ広域処理施設の整備方針等について調査審議する

ものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１２人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、管理者が委嘱し、又は任命する。  

(1) 識見を有する者 

(2) 関係団体を代表する者 

(3) 組合を組織する地方公共団体の職員 

(4) 前３号に掲げる者のほか、管理者が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に規定する所掌事務が終了する日までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（関係者の会議への出席等） 

第７条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係者に対して、

資料の提出を求め、又は会議への出席を求めてその意見若しくは説明を聴くことができる。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、事務局において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定める。  
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（2）委員名簿 

 

  

選出区分 所 属・職 名 氏 名 備 考 

1号 
識見を 

有する者 

元 全国都市清掃会議 技術指導部長 荒井 喜久雄 委員長 

埼玉県環境科学国際センター  

資源循環・廃棄物担当 担当部長 
川嵜 幹生  

2号 
関係団体を 

代表する者 

上尾市廃棄物減量等推進審議会 会長 長谷川 三雄 副委員長 

伊奈町環境審議会 会長 

細田 浩 令和 6年度 

藤野 毅 令和 7年度 

3号 

組合を組織する

地方公共団体の

職員 

上尾市 副市長 

坂本 𣳾孝 令和 6年度 

目良 聡 令和 7年度 

伊奈町 副町長 秋葉 宏和  

上尾市 環境経済部長 藤田 悟  

伊奈町 くらし産業統括監 

久木 正 令和 6年度 

澤田 勝 令和 7年度 

4号 

管理者 

が必要 

と認め 

る者 

市民 

代表 

上尾市自治会連合会 理事  平田 秀明  

伊奈町区長会 会長 田井 義司  

地元 

代表 

上平塚区自治会 会長 内田 正良  

柴中荻区 区長 大島 美敏  
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（3）検討経過 

 日 程 議 事 等 

諮問 令和6（2024）年 

5月31日 

・上尾伊奈ごみ広域処理施設建設に関わる整備方針等について 

第1回 令和6（2024）年 

5月31日 

（1）上尾伊奈ごみ広域処理事業の経緯 

（2）今後の検討事項 

（3）開催スケジュール 

第2回 令和6（2024）年 

7月23日 

（1）第1回検討委員会での指摘事項への回答 

（2）概略配置図（案） 

（3）諸条件 

（4）公害防止基準、煙突高さ 

（5）可燃ごみ処理方式の検討 

（6）事業スケジュール 

第3回 令和6（2024）年 

11月19日 

（1）検討委員会スケジュール 

（2）処理対象物の見直し 

（3）施設規模の見直し 

（4）可燃ごみ処理方式の選定 

第4回 令和7（2025）年 

1月22日 

（1）給水利用計画 

（2）土木建築計画 

（3）プラント設備計画 

（4）エネルギー利活用の検討 

（5）地域貢献の検討 

第5回 令和7（2025）年 

2月5日 

（1）先進技術の導入可能性 

（2）メーカーヒアリング 

（3）中間答申案 

（4）令和7年度の検討委員会 

中間答申 令和7（2025）年 

2月12日 

・上尾伊奈ごみ広域処理施設建設に関わる整備方針等について 

第6回 令和7（2025）年 

5月12日 

・町田市バイオエネルギーセンター視察 

第7回 令和7（2025）年 

8月29日 

（1）メーカーヒアリングの実施状況 

（2）可燃ごみ処理方式の選定（1回目） 

第8回 令和7（2025）年 

10月9日 

（1）可燃ごみ処理方式の選定（2回目） 

（2）メーカーヒアリング結果の反映 

第9回 令和7（2025）年 

11月18日 

（1）概算事業費 

報告事項：事業方式 

（2）答申（案） 

答申 令和7（2025）年 

12月8日 

・上尾伊奈ごみ広域処理施設建設に関わる整備方針等について  



106 

2．上尾伊奈ごみ広域処理施設整備基本計画（案）に関するパブリックコメント実施結果 

 

 上尾伊奈資源循環組合意見公募手続実施要綱に基づき、パブリックコメントを実施し、 

上尾伊奈ごみ広域処理施設整備基本計画（案）に対する意見募集を、次のとおり行いました。 

 

〇実施期間： 令和 7（2025）年 12月 15日（月）～令和 8（2026）年 1月 30日（金） 

 

〇対象者 ： 上尾市内及び伊奈町内に在住・在勤・在学の方 

上尾市内及び伊奈町内に事務所・事業所・固定資産を有する方 

利害関係を有する方 

 

〇実施方法： 基本計画（案）・基本計画（案）概要版・意見書を公共施設へ設置するほか、組合 

及び上尾市、伊奈町のホームページに掲載  

  

〇設置場所： （上尾伊奈資源循環組合）組合事務所 

（上尾市）環境政策課、市役所１階情報公開コーナー、各支所・出張所・公民館  

（伊奈町）環境対策課、住民相談室、図書館、各出張所 

 

〇実施結果 

① 提出の方法と人数         ② 意見の対象と件数 

提出方法 人数（人）  意見の対象 意見数（件） 

1. 直接窓口  1 1. 基本的事項  1 

2. メール   8 2. 基本条件の設定  3 

3. ファクス   1 3. 可燃ごみ処理方式の選定  5 

4. 郵 送  1 4. 公害防止基準  3 

合 計 11 5. 余熱利用計画  7 

 

6. 施設配置計画  4 

7. 施設有効活用計画  3 

8. 土木建築計画  - 

9. プラント計画  4 

10. 概算事業費  4 

11. 事業方式  1 

12. 事業スケジュール  - 

13. その他  6 

合 計 41 
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3．新たなごみ広域処理施設に関する住民説明会開催結果 

 

 上尾伊奈ごみ広域処理施設整備基本計画の策定にあたり、上尾伊奈資源循環組合ごみ広域処理

施設建設検討委員会からの中間答申後及び基本計画（案）のパブリックコメント実施時期にあわ

せて、住民説明会を次のとおり行いました。 

 

（1）中間答申後 

日 時 場 所 参加人数 

令和 7（2025）年 

3 月 6 日 

14時～ 

18時～ 

県民活動総合センター  20人 

3 月 7 日 伊奈町ふれあい活動センター  17人 

3 月 8 日 伊奈町総合センター  37人 

3 月 10 日 上尾市立上平公民館  12人 

3 月 11 日 上尾市立大谷公民館  11人 

3 月 12 日 上尾市立大石公民館   4人 

3 月 13 日 上尾市立原市公民館  15人 

3 月 14 日 上尾市立平方公民館  10人 

3 月 16 日 上尾市立上尾公民館   6人 

 合計 132人 

 

（2）パブリックコメント実施時期 

日 時 場 所 参加人数 

令和 8（2026）年 

1 月 14 日 

14時～ 

18時～ 

伊奈町ふれあい活動センター  2人 

1 月 15 日 県民活動総合センター  7人 

1 月 17 日 伊奈町総合センター  9人 

1 月 19 日 上尾市立大谷公民館  6人 

1 月 20 日 上尾市立大石公民館  8人 

1 月 21 日 上尾市立原市公民館  8人 

1 月 23 日 上尾市立平方公民館 10人 

1 月 24 日 上尾市立上尾公民館  7人 

1 月 25 日 上尾市立上平公民館  5人 

 合計 62人 
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用語集 

 

あ行 

 ITV 「Industrial Television」の略称で、監視カメラのことで

す。 

 上尾・伊奈広域ごみ処理基本

計画 

構成市町が広域ごみ処理を推進し、新ごみ処理施設の整備・

運営に向けて具体的に事業を進めるため、構成市町において

必要な調整・統一すべき条件やルールなどについて現状を整

理・課題抽出し、将来の統一的な基本方針を定め、ごみ処理

の広域化に係る基本的事項を明らかにした計画です。令和 4

（2022）年 3月に策定されました。 

 上尾市一般廃棄物（ごみ）処理

基本計画 

廃棄物の発生抑制、発生から最終処分までの適正処理の促

進、さらには、再生利用可能な廃棄物の循環利用の促進を目

指し、計画的な廃棄物処理を推進するための基本的な計画で

す。最新の計画期間は令和 5（2023）年度から令和 14（2032）

年度（10年間）です。 

 上尾市一般廃棄物処理実施計

画 

上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の実施のために必要

な事項（一般廃棄物の計画処理量、資源化・処理計画、生活

排水処理実施計画等）を定めるものです。毎年度策定してい

ます。 

 上尾市環境基本計画 環境に関する上尾市の施策の方向性を示すとともに、市民・

事業者が環境保全に取り組むための指針となるものです。最

新の計画期間は令和 3（2021）年度から令和 12（2030）年度

（10年間）となります。 

 上尾市総合計画 まちづくりの総合的指針となるものです。基本構想、基本計

画、実施計画からなり、最新の基本構想の計画期間は令和 3

（2021）年度から令和 12（2030）年度（10 年間）となりま

す。 

 硫黄酸化物(SOx） 石油や石炭など硫黄分を含む化石燃料を燃やしたときに発

生します。 

 一酸化炭素 有機物が不完全燃焼したときに発生するガスです。 

 一般財源 使途が特定されず、どのような経費にも使用することができ

る財源のことです。 

 伊奈町ごみ処理基本計画 分別区分、収集•運搬、中間処理及び最終処分について、長期

的•総合的視野に立った区域内のごみ処理の適正かつ計画的

な推進のための基本的な計画です。最新の計画期間は令和 5

（2023）年度から令和 14（2032）年度（10年間）です。 
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 伊奈町一般廃棄物処理実施計

画 

伊奈町ごみ処理基本計画の実施のために必要な事項（一般廃

棄物排出予定量、処理主体、処理計画等）を定めるものです。

毎年度策定しています。 

 伊奈町環境基本計画 環境分野に関する伊奈町の総括的な計画です。計画期間は平

成 27（2015）年度から令和 6（2024）年度（10年間）となり、

最新の計画は後期計画（令和 2（2020）年度から令和 6（2024）

年度（5年間））となります。 

 伊奈町総合振興計画 新しいまちづくりの基本的な方向を指し示すビジョンとし

て定めるものです。基本構想、基本計画、実施計画からなり、

最新の基本構想の計画期間は平成 27（2015）年度から令和 6

（2024）年度（10年間）となります。 

 液体キレート 重金属と結合することで難溶性の化学物質として安定化さ

せる薬剤のことです。 

 SPC 「特別目的会社」（SPC：Special Purpose Company）のこと

です。ごみ処理施設の DBO、PFI 事業においては、サービス

の安定かつ継続的な提供が求められることから、企業の経営

状態による悪影響を回避できるように、この事業のみを行う

ための会社として SPCを設立する場合があります。 

 N値 地盤の硬さを示す数字です。 

 エネルギー回収型廃棄物処理

施設 

循環型社会形成推進交付金で定義される用語で、エネルギー

回収効率等の一定の要件を満たすごみ焼却施設やメタンガ

ス化施設のことを指します。 

 塩化水素(HCl) 塩化ビニール製品や生ごみに含まれる無機塩（塩分）などを

燃やしたときに発生します。 

 温室効果ガス 二酸化炭素やメタンなど、大気中の熱を吸収する性質のある

ガスの総称です。 

   

か行 

 カーボンニュートラル 二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの人為的な排出量

から、植林や森林管理などによる吸収量を差し引いて、温室

効果ガスの合計を実質的にゼロにすることを意味します。日

本政府は、令和 32（2050）年までにカーボンニュートラルを

目指すことを宣言しました（2050年カーボンニュートラル）。  

 各種リサイクル法 廃棄物の特性に応じて個別にリサイクル方法等を定めた法

律で、容器包装リサイクル法、家電リサイクル法、食品リサ

イクル法、建設リサイクル法、自動車リサイクル法、小型家

電リサイクル法があります。 

 可燃残さ 粗大ごみ等を粉砕処理して得られる木材等の可燃物です。 
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 環境影響評価 ごみ処理施設の建設による自然や人の生活への影響の程度

を事前に調べて評価する仕組みのことです。 

 環境基本法 日本の環境政策の基本を定める基本法で、施策の方向性を示

すことで、循環型社会の形成や生物多様性に関する個別法の

上位法としての性格を持ちます。 

 起債 地方公共団体が長期（1年以上）の借り入れを行うことです。 

 強靭性 地震、台風等の自然災害に対する被害の最小化と速やかな復

旧が可能となるような取組のことです。 

 計画月最大変動係数 各月の 1日あたりの平均排出量と年間の 1日あたりの平均排

出量の比を月変動係数と呼び、その最も大きかったものを月

最大変動係数と呼びます。5年間の月最大変動係数の平均値

が計画月最大変動係数です。粗大ごみ等は、年末年始等の一

定の期間に大量に排出される傾向があるため、このような月

は月変動係数が大きくなります。 

 K値 地域の大気汚染状況に基づいて定められる係数で、地域ごと

に設定されます。K値が小さいほど規制が厳しい地域となり

ます。 

 嫌気条件 酸素がない状態のことです。生育に酸素を必要としない微生

物に適した環境です。 

 コークス 石炭を加工して作った炭素分の多い燃料です。 

 好気性微生物 生育に酸素を必要とする微生物のことです。 

 ごみ質 ごみの性質のことで、ごみに含まれる 3成分（水分、可燃分、

灰分）や発熱量から判断されます。水分が少なく可燃分が多

いごみは発熱量が大きいので高質ごみと呼び、水分が多く可

燃分が少ないごみは低質ごみと呼ぶことがあります。 

 ごみ処理広域化 複数の地方公共団体が同じごみ処理施設を利用してごみ処

理を行うことです。 

   

さ行 

 災害対策基本法 災害対策全体を体系化し、総合的かつ計画的な防災行政の整

備及び推進を図ることを目的とした法律です。 

 災害廃棄物 地震や水害などの自然災害の際に発生した災害ごみのこと

で、壊れた家具等の片付けで出たごみや被災家屋を解体した

ときに出るごみを指します。通常ごみ（普段の生活や避難生

活から出るごみ）と分けて収集・分別・保管し、順次処理し

ます。 
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 最終処分場 ごみを処理した後、リサイクルや資源化できないものを埋め

立て処分する場所です。環境省の「一般廃棄物の排出及び処

理状況等（令和 3（2021）年度）について」では、国全体で

最終処分場の残余年数は 23.5年とされています。 

 再生可能エネルギー 有限で枯渇の危険性を有する石油・石炭等の化石燃料や原子

力と対比して、自然環境の中で繰り返し起こる現象から取り

出すエネルギーの総称をいいます。具体的には、太陽光や太

陽熱、中小水力や風力、バイオマス、地熱、波力、温度差等

を利用した自然エネルギーと、廃棄物の焼却熱利用・発電等

のリサイクルエネルギーを指します。 

 埼玉県ごみ処理広域化計画 広域化・集約化に向けた事業は 10 年前後かかることから、

今後 10 年間を目途に現行ブロックを基本として広域化・集

約化を進めていくためのもととなる計画です。 

 埼玉県環境基本計画 埼玉県が環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために策定した計画です。 

 埼玉県廃棄物処理基本計画 持続可能な循環型社会の形成に向けた施策を総合的、計画的

に推進するため、埼玉県が定める計画です。5年ごとに見直

しがあり、最新の計画期間は令和 3（2021）年度から令和 7

（2025）年度（5年間）となります。 

 3R リデュース（Reduce）、リユース（Reuse）、リサイクル

（Recycle）の頭文字の総称です。 

 3成分 ごみに含まれている水分、燃やしたときに灰となる灰分（無

機物）、燃える成分である可燃分（有機物）のことです。 

 CCUS ごみ処理施設や工場から排出される排気ガス中の二酸化炭

素を分離・回収（Capture）し、資源として利用（Utilization）

もしくは地中へ貯留（Storage）する技術のことです。 

 市街化調整区域 都市計画法では、市町村は一体の都市として総合的に整備、

開発及び保全する必要がある区域を都市計画区域として指

定できることとされており、この区域の中に、市街化を図る

べき区域として指定された市街化区域と、市街化を抑制すべ

き区域として指定された市街化調整区域があります。 

 資源循環 使い終わったものを廃棄せず、再使用したり、原材料に加工

したりして、資源を繰り返し利用することです。 

 資源の有効な利用の促進に関

する法律 

資源の有効利用を促進するため、リサイクルの強化や廃棄物

の発生抑制、再使用を定めた法律です。 

 JIS 日本産業規格のことで、産業標準化法に基づき制定される国

家規格のことです。 
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 JV 共同企業体（ジョイント・ベンチャー）のことです。複数の

建設企業がひとつの建設工事を受注、施工することを目的と

して形成する事業組織体です。 

 臭気指数 においを感じなくなるまで無臭の空気で薄めたときの倍率

（臭気濃度）を対数で表したものです。 

 臭気排出強度 臭気濃度に排出ガス流量を乗じた値のことです。 

 重金属 鉛やカドミウム等、体に悪影響を与える重い金属のことで

す。環境汚染や健康被害の原因になります。 

 充電式小型家電 充電して繰り返し使える小型の軽量電池（リチウム電池、ニ

カド電池、ニッケル水素電池等）を含む小型家電です。希少

資源を使用していることから、資源の有効な利用の促進に関

する法律によりリサイクルの対象とされています。ごみとし

て捨てられることで発煙・発火が発生し、全国的な問題とな

っています。 

 循環型社会 廃棄物の発生抑制、資源の循環的利用、利用できない廃棄物

の適正処理により、天然資源の消費を抑制し、環境負荷が低

減されて持続的に発展可能な社会のことです。 

 循環型社会形成推進基本法 循環型社会の形成のための基本的な枠組みを定めた法律で

す。 

 循環型社会形成推進交付金 市町村の広域的かつ総合的な廃棄物処理・リサイクル施設の

整備を支援するための国の交付金です。交付率は、交付対象

経費の 1/3を基本とし、一部の先進的な施設については 1/2

とされています。 

 準用河川 一級水系、二級水系、単独水系のうち、市町村が管理する一

定の区間をいいます。原市沼川は利根川水系綾瀬川の支流

で、柳津橋より下流が一級河川、柳津橋から須ケ谷橋までが

準用河川となり、建設予定地西側に位置する区間は上尾市・

伊奈町が管理しています。 

 蒸気タービン ボイラで発生させた高温高圧の蒸気をノズルや固定羽根を

通して噴射し、その蒸気流を羽根車（動翼）に当てることで

回転力を生み出します。この回転運動が機械的仕事に変換さ

れ、発電などに利用されます。 

 焼却灰 ごみを焼却処理したあとに残る燃えがらのことで、主灰とも

呼ばれます。 

 触媒 化学反応を促進するための物質のことです。 

 浸水 水に浸かることをいいます。床上浸水、床下浸水等、家屋が

被災した場合に使われることが多いです。 
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 人工砂 一般家庭から出たごみ等の焼却灰を、再度熱処理することで

無害化してできた再生砂のことでアークサンドとも呼ばれ

ます。防草材、配管埋め戻し材、水はけ改良剤、土木資材等

として使われます。  

 水銀 常温（20℃）で液体であるただひとつの金属元素です。揮発

しやすく、一度環境中に出されると、分解されずに自然界を

巡り、時には海の生き物の体内に取り込まれたりします。水

銀体温計などに含まれています。 

 スラグ ごみや灰を溶かした後にできるガラス質の固まりで、コンク

リート資材、道路の路盤材等で再利用されます。 

 スラリー 液体中に固体の微粒子が均一に分散している混合物のこと

です。 

 接続検討 新たに設置する発電機を電力会社の送配電線に接続するに

あたって必要となる技術的な検討のことです。 

 測量 

（現況測量／用地測量） 

土地の現況や境界を正確に測る作業のことです。 

 

   

た行 

 ダイオキシン類 廃棄物の焼却、塩素によるパルプなどの漂白、又は農薬など

の化学物質を製造する際の副生成物として非意図的に生成

することが知られています。ポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキ

シン（PCDD）、ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）、コプラナー

ポリ塩化ビフェニル（co-PCB）（又は「ダイオキシン様ポリ塩

化ビフェニル（DL-PCB）」ともいう。）という物質の総称で、

塩素の数やその付く位置が異なる異性体が数多く存在し、そ

れらは毒性が異なります。難分解性の物質であるため、環境

に放出されると土壌や水環境中に長期間残留します。また、

食物連鎖を通して生物濃縮され、生体に影響を及ぼすといわ

れています。 

 耐火物 焼却炉等の内側に使われる高温に強い材料のことです。例と

して耐火レンガが挙げられます。 

 脱炭素化 地球温暖化の原因となる代表的な温室効果ガスである二酸

化炭素の排出量をゼロにしようという取組のことです。ま

た、二酸化炭素排出が実質ゼロになった社会のことを「脱炭

素社会」といいます。 

 中央環境審議会循環型社会部

会 

環境基本法第 41 条の規定に基づき設置されている、廃棄物

処理及びリサイクル推進に係る重要な事項に関する調査審

議等を行う機関のことです。 
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 窒素酸化物(NOx） ものを燃やしたときに空気中の窒素と酸素が結びついて発

生します。  

 低位発熱量 ごみを燃やすとき、ごみに含まれる水分が蒸発するための気

化熱が必要です。ごみを燃やすときの発熱量について、気化

熱を考慮しないものを高位発熱量と呼び、気化熱を考慮した

ものを低位発熱量と呼びます。 

 低温腐食 排ガス中の塩化水素、硫黄酸化物が低温となることで生じた

塩酸、硫酸による腐食のことです。 

 TP 「Tokyo Peil」の略称で、地表面の海面の高さを表す場合の

基準となる水準面が東京湾中等潮位であり、記号として TP

を使用しています。 

 特別高圧架空電線 特別高圧とは電圧 7,000V を超えるものを指し、電柱等を使

用して空中に設置された電線を架空電線と呼びます。 

   

な行 

 二酸化炭素 炭酸ガスともいい、色も臭いもない気体です。温室効果とい

って地球の平均気温を上げる性質のあるガスであり、「温室

効果ガス」と呼ばれるもののひとつです。近年、化石燃料（石

炭、石油、天然ガスなど）の大量消費と森林伐採によって大

気中の CO2濃度が増えてきており、地球温暖化への影響が問

題となっています。 

 熱分解 高温に加熱することによって、高分子を小さな化合物に分解

することです。 

   

は行 

 バイオマス 生物から生み出される資源のことで、枯渇性資源である化石

資源を除きます。 

 廃棄物処理施設整備計画 廃棄物処理施設整備事業の計画的な実施を図るため、廃棄物

処理法第 5条の 3に基づき、国が 5年ごとに策定するもので

す。最新の計画期間は令和 5（2023）年度から令和 9（2027）

年度（5年間）となります。 

 廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律 

廃棄物の処理、保管、運搬、処分等に関するルールを定めた

法律です。 

 ばいじん ごみを燃やしたときに発生する微細な物質の総称です。飛灰

とも呼ばれます。 

 灰溶融施設 焼却灰、飛灰を燃料や電気を用いて高温で溶かす施設のこと

です。 
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 PPP 公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携し

て行うことです。民間の創意工夫を活用し、財産資金の効率

的使用や行政の効率化を図ります。 

 PFI 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す

る法律（PFI法）に基づき、公共施設等の建設、維持管理、

運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行

う手法です。 

 火格子 ごみ焼却炉の底部にある格子状の構造のことで、上にごみを

乗せて下方から空気を送ることで燃焼させます。 

 ピット 収集等してきたごみを一時的にためておくところです。 

 不燃残さ 粗大ごみ等を粉砕処理して得られる金属等の不燃物です。 

 プラスチック製容器包装 容器包装リサイクル法において、リサイクル対象とされる容

器（商品を入れるもの）と包装（商品を包むもの）のうち、

プラスチック原料でできているものです。ペットボトルを除

きます。 

 プラスチック製容器包装以外

のプラスチック製品 

プラマークのついていない産業廃棄物以外のプラスチック

を指し、製品プラスチックともいいます。プラスチック製の

おもちゃや洗面器などがあります。 

 プラットホーム 収集車等がごみを降ろすエリアのことです。 

 ふれあい収集 ごみを集積場所まで持ち出すことが困難な方を対象に、戸別

訪問によりごみを収集し、あわせて安否確認等を行う行政サ

ービスです。 

 ベール品 ペットボトルやプラスチックを圧縮して固めた塊のことで

す。 

 ボイラ 蒸気を発生させる大型の湯沸器のような装置です。取り出さ

れた蒸気はごみ焼却に必要な熱源や蒸気タービン発電機で

発電に利用します。 

 ホッパ ごみを燃やす焼却炉の入り口のことです。 

   

ま行 

 メタン発酵 有機物を種々の嫌気性微生物の働きによって分解し、メタン

ガスや二酸化炭素を精製するものです。 

 メタル ごみや灰を溶かした後に回収できる金属の固まりで、建設機

械のおもり（カウンターウェイト）等で再利用されます。 
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や行 

 要求水準書 発注者が求める性能や条件をまとめた文書のことです。ごみ

処理施設の整備・運営事業の発注においては、ごみ処理施設

を建設する上での条件や施設に求める性能・機能、施設運営

する上での条件や要求事項を記載します。 

   

ら行 

 ライフサイクルコスト（LCC） 施設等の建設から解体に至るまでの生涯を通じて発生する

すべての経費を合計したものです。 

 リサイクル（Recycle） 廃棄物等を原材料やエネルギー源として有効利用すること

です。 

  

 リデュース（Reduce） 製品をつくるときに使う資源の量を少なくすることや廃棄

物の発生を少なくすることです。 

 リユース（Reuse） 使用済製品やその部品等を繰り返し使用することです。 

 流動床 金網などに粒子を乗せ、下から空気を流入させると粒子が浮

かび上がります。粒子と空気が混合した層は液体のように流

動することから、流動床又は流動層と呼ばれます。 
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